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１ 人口動態と世帯の状況  
（１）人口の推移 

近年、本市の総人口は減少が続いています。また、世帯数は増加傾向で推移してい

ることから、一世帯当たりの平均人員は減少傾向で推移しています。 

外国人登録者は増加傾向で推移しています。 

 

■総人口、世帯数と一世帯当たりの平均人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年 10月 1日現在） 

 

■外国人登録者の推移          
 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月 1日現在）  

50,922 50,451 50,279 49,767 49,145

19,388 19,496 19,856 20,077 20,175
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総人口 世帯数 一世帯当たり平均人員
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2,201
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平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
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（２）人口構成の推移 
少子高齢化が全国的に進展する中で、本市においても、総人口は緩やかに減少傾向

で推移しています。 

年齢 3 区分別人口をみると、年少人口と生産年齢人口は減少傾向で推移し、老年人

口は増加傾向で推移していることから、少子高齢化が進行しています。 

 

■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：茨城県常住人口調査（各年 1月 1日現在） 

 

■年齢３区分別人口構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：茨城県常住人口調査（各年 1月 1日現在） 

   5,557 5,457 5,332 5,168 5,168 5,058

29,010 28,099 28,088 27,502 27,502 27,026

13,697 14,088 14,668 15,055 15,055 15,274
43 43 80 80 80 80

48,307 47,687 48,168 47,805 47,805 47,438

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

（人）
年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 不詳

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
年少人口
（0～14歳）

11.5 11.4 11.1 10.8 10.8 10.7

生産年齢人口
（15～64歳）

60.1 58.9 58.3 57.5 57.5 57.0

老年人口
（65歳以上）

28.4 29.5 30.5 31.5 31.5 32.2

不詳 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2

総人口（人） 48,307 47,687 48,168 47,805 47,805 47,438
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２ 子ども・高齢者・障害者等の状況  
（１）子どもの状況 
（１－１）出生数及び出生率 

本市の平成 29 年の出生率は、5.8％となっており、国、県と比較して低く推移し

ています。 

平成 27 年をピークに出生率、出生数は、減少傾向となっています。 

 

■出生率・出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計（各年度 3月末現在） 

※出生率：年間出生数（死産・流産も含む）の人口に対する割合で、1,000 人に対する出生数で表す。     
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259 250 244
228
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（１－２）小学生・中学生の状況 

本市の平成 30 年の小学校の児童数は、過去５年間で最も少ない 2,134 人となっ

ています。中学校の生徒数も同様に、1,155 人となっています。 

 

■小学校・中学校の児童・生徒数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（各年５月１日現在） 

 

（１－３）幼稚園児の状況 
幼稚園の在籍園児数は年々減少し、平成 30 年には 203 人となっています。 

 

■幼稚園の在籍人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（各年５月 1日現在） 
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（１－４）保育所（園）の園児の状況 
保育所、保育園の年間延在籍園児数の推移をみると、平成 27 年度以降は、増加傾

向で推移し、平成 30 年度は 12,791 人となっています。 

 

■保育所、保育園の年間延在籍園児数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ(市内保育所（園）のみ) 

 

（１－５）地域子育て支援センター利用者の状況 
地域子育て支援センターの利用者は、公立では平成 26 年度から平成 28 年度にか

けて増加となっていますが、平成 29 年度で減少となっています。 

一方、私立では、平成 26 年度は 6 か所でしたが、平成 29 年度は 4 か所と減少し

ています。 

公立と私立を合計した利用者数を平成 28 年度と平成 29 年度を比較すると、約

900 人の減少となっています。 

 

■地域子育て支援センターの設置数及び利用者の推移     （単位：か所、人）     
 

 

 

 
資料：市統計データ（各年度３月末現在）※平成 30年度は推計値  

11,847 11,792 12,219 12,540 12,791 

0

5,000

10,000

15,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

(人）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

地域子育て支援センター 1 1 1 1 1

利用者数 2,485 3,116 3,692 3,453 3,660

地域子育て支援センター 6 6 5 4 4

利用者数 ― ― 6,143 5,503 5,833

地域子育て支援センター 7 7 6 5 5

利用者数 2,485 3,116 9,835 8,956 9,493

合
計

私
立

公
立
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（１－６）放課後児童クラブ年間登録児童数の状況 
放課後児童クラブの年間登録児童数は、増加傾向で推移しており、平成 30 年度で

413 人となっています。 

平成 30 年度の年間登録児童数を学年別にみると、1 年生と 2 年生が、全体の半分

を占めています。 

 

■放課後児童クラブ年間登録児童数の推移         （単位：クラブ、人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ 

   

年度 区分
放課後児童

クラブ数
１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合計

公立 1 16 13 12 0 0 0 41

私立 5 110 74 61 28 3 2 278

計 6 126 87 73 28 3 2 319

公立 1 21 17 7 9 0 0 54

私立 5 103 78 52 29 7 1 270

計 6 124 95 59 38 7 1 324

公立 2 3 5 16 19 14 0 57

私立 5 83 80 62 31 12 5 273

計 7 86 85 78 50 26 5 330

公立 2 22 19 16 14 3 0 74

私立 5 112 80 70 45 16 7 330

計 7 134 99 86 59 19 7 404

公立 2 21 29 26 16 13 4 109

私立 5 89 82 54 47 25 7 304

計 7 110 111 80 63 38 11 413

平　　成

26年度

平　　成

27年度

平　　成

28年度

平　　成

29年度

平　　成

30年度



第２章 鉾田市の現状 

19 

 

（１－７）各種手当の支給状況 
児童手当、児童扶養手当の受給者数は、減少傾向にありますが対象児童数が減少し

ているため受給率はほぼ横ばいで推移しています。 

 

■各種手当の支給状況の推移                   （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（各年度 3月末日現在） 

  

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

受給者数 3,024 2,955 2,867 2,791 2,707

受給率 57.2% 57.6% 57.3% 57.6% 57.6%

対象児童数 5,284 5,132 5,000 4,847 4,702

受給者数 405 391 381 361 347

受給率 67.3% 67.3% 65.4% 68.2% 68.2%

対象児童数 602 581 583 529 508

児童手当

児童扶養手当
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（２）高齢者の状況 
（２－１）高齢者数の推移 

高齢者数は年々増加しており、65～74 歳の前期高齢者、75 歳以上の後期高齢者

ともに増加している状況です。４年前と比較すると、前期高齢者が 944 人増の 1.14

倍、後期高齢者が 364 人増の 1.05 倍となっています。 

 

■高齢者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：茨城県常住人口調査 （各年１０月１日現在） 

   

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

総人口 人 47,820 48,147 47,975 47,463 47,121

高齢者数 人 14,031 14,560 15,000 15,250 15,339

高齢化率 ％ 29.3 30.2 31.3 32.1 32.6

65～69歳 人 3,781 4,213 4,637 4,634 4,601

70～74歳 人 3,156 3,188 3,062 3,201 3,280

前期高齢者計 人 6,937 7,401 7,699 7,835 7,881

前期高齢者率 ％ 49.4 50.8 51.3 51.4 51.4

75～79歳 人 2,656 2,658 2,704 2,757 2,755

80～84歳 人 2,152 2,156 2,172 2,181 2,224

85歳以上 人 2,286 2,345 2,425 2,477 2,479

後期高齢者計 人 7,094 7,159 7,301 7,415 7,458

後期高齢者率 ％ 50.6 49.2 48.7 48.6 48.6

40～64歳 人 16,192 16,106 15,702 15,335 15,103

対総人口比率 ％ 33.9 33.5 32.7 32.3 32.1
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（２－２）高齢化率の推移 
65 歳以上高齢者の内訳をみると、男性より女性の人口が多く、男女とも増加傾向

となっています。 

高齢化率も増加傾向で推移しています。 

 

■高齢者数の内訳及び高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：茨城県常住人口調査 （各年１０月１日現在）    

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

男性人口 人 6,241 6,578 6,821 6,957 7,029

高齢者数 ％ 13.1 13.7 14.2 14.7 14.9

女性人口 人 7,790 7,982 8,179 8,293 8,310

高齢者数 ％ 16.3 16.6 17.0 17.5 17.6

男女計 人 14,031 14,560 15,000 15,250 15,339

高齢化率 ％ 29.3 30.2 31.3 32.1 32.6

男性人口 人 2,733 2,812 2,898 3,017 3,055

高齢者数 ％ 5.7 5.8 6.0 6.4 6.5

女性人口 人 4,361 4,347 4,403 4,398 4,403

高齢者数 ％ 9.1 9.0 9.2 9.3 9.3

男女計 人 7,094 7,159 7,301 7,415 7,458

高齢化率 ％ 14.8 14.9 15.2 15.6 15.8

男性人口 人 23,961 24,303 24,314 24,113 23,968

女性人口 人 23,859 23,844 23,661 23,350 23,153

男女計 人 47,820 48,147 47,975 47,463 47,121

6

5

歳
以
上
高
齢
者

7

5

歳
以
上

（
後
期
高
齢
者

）

総
人
口
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（２－３）高齢者のいる世帯 

一般世帯に占める 65 歳以上の高齢者のいる世帯の割合は、54.2％で、茨城県平均

の 44.0％を 10.２ポイント上回っています。また、高齢者のいる世帯のうち、1,719

世帯が単身世帯、2,204 世帯が高齢者夫婦世帯となっています。 

 

■65 歳以上高齢者のいる世帯 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） ※高齢者夫婦世帯は夫 65歳以上妻 60歳以上 

 

（２－４）要介護（要支援）認定者数の推移 
本市の要介護（要支援）認定者数は年々増加しています。平成 30 年 3 月末と平

成 26 年 3 月末を比較すると、要支援１が 1.33 倍、要介護４が 1.17 倍で増加の

割合が高くなっています。 

 

■要介護（要支援）認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度まで介護保険事業状況報告（年報）、平成 27年度以降「介護保険事業報告書 

（3月月報）」  

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯

世帯 17,401 9,434 1,719 2,204

％ 100.0 54.2 9.9 12.7

世帯 1,122,443 493,718 100,117 138,574

％ 100.0 44.0 8.9 12.3

一般世帯
うち６５歳以上の高齢者のいる世帯

茨城県

鉾田市

平成26年
3月末

平成27年
3月末

平成28年
3月末

平成29年
3月末

平成30年
3月末

2,156 2,288 2,376 2,395 2,358

要支援1 108 134 124 130 144

要支援2 192 214 211 224 223

要介護1 426 419 463 399 450

要介護2 450 490 499 515 480

要介護3 397 430 450 451 413

要介護4 310 315 342 350 362

要介護5 273 286 287 326 286

15.0 15.5 15.6 15.4 14.9

14.6 14.8 14.9 14.9 15.0

17.8 17.9 17.9 18.0 18.0

認定者数

認定率

認定率（茨城県）

認定率（全国）
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（３）障害者福祉の状況 
（３－１）身体障害者 

①身体障害者手帳所持者数（種類別）の推移 

平成 30 年の身体障害者手帳所持者の状況をみると、1,636 人となっています。 

平成 29 年まで減少傾向でしたが、平成 30 年は横ばいとなっています。 

 

■身体障害者手帳所持者数（種類別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（各年度３月末現在）※平成 30年は７月末現在  
②身体障害者手帳所持者数（種類・程度別）の内訳 

平成 30 年の身体障害者手帳所持者の等級をみると、視覚障害と内部障害では 1

級の占める割合が高くなっています。 

手帳所持者全体でも、1 級が 587 人で最も多く、次いで、4 級、3 級、2 級の順

に多くなっています。 

 

■身体障害者手帳所持者数（種類・程度別）の内訳       （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（平成 30年３月末現在）   

131 121 111 103 102 

195 177 153 158 160 
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1,665 1,633 1,636 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

視覚障害 聴覚・言語障害 肢体不自由 内部障害

(人）

　　　　　　　　　　　級

種類
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計

視覚障害 50 29 6 7 7 4 103

聴覚・言語障害 6 40 30 33 1 48 158

肢体不自由 168 178 152 215 72 36 821

内部障害 363 4 91 93 0 0 551

合　計 587 251 279 348 80 88 1,633
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（３－２）知的障害者 

①療育手帳所持者数（18 歳未満・18 歳以上別）の推移 

平成 30 年の療育手帳所持者の状況をみると、423 人となっています。 

平成 29 年まで増加傾向でしたが、平成 30 年に横ばいとなっています。  
■療育手帳所持者数（18 歳未満・18 歳以上別）の推移             
資料：市統計データ（各年度３月末現在）※平成 30年は７月末現在  
②療育手帳所持者数（程度別）の推移 

療育手帳所持者の程度別に推移をみると、中度の占める割合が最も多くなってい

ます。平成 30 年と平成 26 年を比較すると、中度と軽度が増加しています。 

 

■療育手帳所持者数（程度別）の推移            （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（各年度３月末現在）※平成 30年は７月末現在   

59 59 59 64 66

329 344 360 361 357

388
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

１８歳未満 １８歳以上

(人）

　　　　　　　　　　　年度

種類
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

最重度 80 85 86 87 87

重　度 109 108 108 105 107

中　度 110 116 124 125 122

軽　度 89 94 101 108 107

合　計 388 403 419 425 423
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（３－３）精神障害者 

①精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

平成 30 年の精神障害者保健福祉手帳所持者の状況をみると、217 人となってい

ます。 

平成 29 年まで増加傾向でしたが、平成 30 年に減少となっています。  
■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移             
資料：市統計データ（各年度３月末現在）※平成 30年は７月末現在  
②精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（程度別） 

精神障害者保健福祉手帳所持者の程度別に推移をみると、2 級の占める割合が最

も多くなっています。平成 30 年と平成 26 年を比較すると、2 級が 1.46 倍、3

級が 1.81 倍と増加しています。 

 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（程度別）       （単位：人）       
資料：市統計データ（各年度３月末現在）※平成 30年は７月末現在   

155

201
228 241

217

0

100

200

300

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

(人）

　　　　　　　　　　　年度

種類
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

１　　級 28 28 32 28 20

２　　級 95 129 142 158 139

３　　級 32 44 54 55 58

合　計 155 201 228 241 217
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③精神障害者通院医療費公費負担患者数の推移 

精神障害者通院医療費公費負担患者数の推移をみると、平成 29 年まで増加傾向で

推移していましたが、平成 30 年は減少となっています。 

 

■精神障害者通院医療費公費負担患者数の推移             
資料：市統計データ（各年度４月 1日現在）※平成 30年は７月末現在  

（３－４）難病患者 
①難病患者数の推移 

難病患者数は増加傾向で推移しており、平成 29 年度で 333 人となっています。 

平成 27 年 1 月に「難病の患者に対する医療等に関する法律(難病法)」が施行さ

れ、指定難病を医療費助成の対象とすると規定されました。  
■難病患者数の推移                     （単位：人）       
資料：鉾田保健所  

※難病法により指定難病を医療費助成対象と規定 

法改正により平成 28年度から難病区分の変更あり   

401 416

527 554
501

0

100

200

300

400

500

600

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

(人）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

特定疾患 245 265 - 1 1

小児慢性特定疾病 36 32 29 38 30

血友病 4 5 5 5 4

指定難病 - - 258 274 298

合      計 285 302 292 318 333
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（４）各種手当の状況 

各種手当の支給状況は、難病患者福祉手当が最も多くなっています。  
■各種手当の支給状況の推移                  （単位：人） 

      
資料：市統計データ（各年度３月末現在）※平成 30年は７月末現在   

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

57 54 57 63 63 61

45 45 48 47 45 45

17 17 21 23 254 23

46 45 46 48 43 40

156 162 171 188 215 212

在宅障害児福祉手当

難病患者福祉手当

特別児童扶養手当

特別障害者手当

障害児福祉手当
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３ 保健サービスの状況  
（１）健康教室 

健康教室（一般）の参加者数は、開催回数が増減しているにもかかわらず増加傾向

で推移しています。 

 

■健康教室参加者数の推移          （単位：回、人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ 

 

 

（２）健康相談 
健康相談の回数は年度により増減があるものの、一般の 1 回あたりの実施者数は平

成 25 年度の 15 人から平成 29 年度は 17 人となっています。 

 

■健康相談者数の推移            （単位：回、人） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ 

  

回数 参加人数 回数 参加人数

平成25年度 48 677 72 1,509

平成26年度 31 609 109 1,754

平成27年度 38 797 93 1,556

平成28年度 70 624 78 2,055

平成29年度 48 478 122 3,366

　　　　　　区分

年度

集団

病態別 一般

回数 実施者 回数 実施者

平成25年度 43 816 158 2,444

平成26年度 46 1,014 125 2,164

平成27年度 38 797 135 2,151

平成28年度 39 459 86 1,644

平成29年度 41 422 115 1,967

　　　　　　区分
年度

病態別 一般
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（３）機能回復訓練 

機能回復訓練の実施回数は 100 回程度で一定しており、合計の推移をみると、実

人数、延べ人数ともに減少傾向がみられます。 

 

■機能回復訓練参加者数の推移             （単位：回、人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ 

 

（４）訪問指導（健診受診者） 
訪問指導の延べ人数をみると、要指導者数は減少傾向で推移しています。 

 

■訪問指導者数の推移              （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ 

 

  

実人数 延人数 実人数 延人数

平成25年度 251 255 92 261

平成26年度 244 250 92 245

平成27年度 247 255 18 153

平成28年度 209 259 41 95

平成29年度 128 259 23 101

　　　　　　区分
年度

要指導者 その他

回数 40～64歳 65歳～

実人数 8 20 28

延人数 191 459 650

実人数 8 20 28

延人数 191 421 612

実人数 6 19 25

延人数 122 407 529

実人数 3 17 20

延人数 63 429 492

実人数 3 17 20

延人数 64 405 469

101

平成28年度 103

平成29年度 104

合計

平成27年度 102

　　　　　　区分
年度

保健センター（旭、鉾田、大洋）

平成26年度 103

平成25年度
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（５）各種健診 
受診率が平成２８年度を平成２９年度が上回っている健診は、「生活習慣予防検診」、

「子宮がん」、「乳がん（X 線）」、「腹部超音波」、「前立腺がん」、「歯周疾患」となって

います。 

 

■各種健診事業の受診者等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（各年度 3月末現在）  

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対象者（人） 19,010 19,891 31,655 31,581 31,432

受診者（人） 7,404 7,415 7,733 7,928 7,717

受診率（％） 38.9 37.3 24.4 25.1 24.6

対象者（人） 11,549 11,380 12,058 11,269 11,077

受診者（人） 1,745 1,556 1,634 1,681 1,850

受診率（％） 15.1 13.7 13.6 14.9 16.7

対象者（人） 21,274 21,985 37,511 37,212 36,880

受診者（人） 4,636 4,499 4,688 4,212 3,805

受診率（％） 21.7 20.5 12.5 11.3 10.3

対象者（人） 21,274 21,985 37,511 37,212 36,880

受診者（人） 6,734 6,857 7,286 7,188 7,117

受診率（％） 31.7 32.2 19.4 19.3 19.3

対象者（人） 12,238 12,521 20,975 20,732 20,510

受診者（人） 1,978 1,996 1,888 1,898 1,928

受診率（％） 16.2 15.9 9.0 9.2 9.4

対象者（人） 5,025 5,235 8,088 8,040 7,985

受診者（人） 1,611 1,330 1,750 1,351 1,526

受診率（％） 32.1 25.4 21.6 16.8 19.1

対象者（人） 4,818 4,635 7,577 7,374 7,230

受診者（人） 1,365 1,338 1,487 1,470 1,370

受診率（％） 28.3 28.9 19.6 19.9 18.9

対象者（人） 2,619 2,138 4,193 3,923 4,004

受診者（人） 501 496 529 476 495

受診率（％） 19.1 23.2 12.6 12.1 12.4

対象者（人） 5,590 5,568 9,384 9,275 9,129

受診者（人） 1,943 1,897 2,021 2,065 2,430

受診率（％） 34.8 34.1 21.5 22.3 26.6

対象者（人） 1,748 1,818 2,489 2,334 2,428

受診者（人） 333 303 341 335 318

受診率（％） 19.1 16.7 13.7 14.4 13.1

対象者（人） 1,416 2,022 1,961 1,782 1,866

受診者（人） 29 24 34 38 48

受診率（％） 2.0 1.2 1.7 2.1 2.7

歯周疾患
40,50,60歳の男女

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
区分

結核・肺がん
40歳以上の男女

生活習慣病予防検診
39歳までの男女

胃がん
30歳以上の男女

大腸がん
30歳以上の男女

子宮がん
20歳以上の女性

乳がん（X線）
40歳以上の女性

隔年実施

乳がん（超音波）
30～56歳の女性

腹部超音波
40～65歳の男女

（5歳ごとの節目健診）

前立腺がん
50～74歳の男性

骨粗しょう症
30～65歳の女性

（5歳ごとの節目健診）
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（６）母子保健事業 
平成 29 年度の母子保健事業の状況は以下のとおりとなっています。 

 

■母子保健事業の状況 

 

 

 

 

 

 

 

                  
資料：市統計データ（平成 29年度 3月末現在）    

対象者数
（人）

受診者数
（人）

割合
（％）

健診対象及び会場等

277 268 96.8 ４カ月児

325 312 96.0 １歳６カ月児

292 279 95.5 ２歳６カ月児、希望者にフッ素塗布

320 306 95.6 ３歳６カ月児

－ 178 － 第１子対象にベビーマッサージ

－ 39 － 初めての出産予定者

－ 243 － ２歳児親子対象

－ 80 － ２歳未満児の保護者

92 育児不安や孤立しがちなママ対象

食育 － 4,920 － 幼稚園・保育園・小学校

むし歯・歯周病予防 － 1,552 － 幼稚園・保育園・小学校

いのちの大切さ・思春期 － 2,629 － 小中学校・高校

その他・たばこ等 － 437 － 幼・保・小・中・高校

－ 953 － ３センターで１歳未満児

－ 1,259 －

－ 1,561 －

164 － 発達に偏りや集団に入れない子

871 － 発達に偏りや集団に入れない子

171 － 幼稚園・保育園での相談

258 258 100 生後４カ月未満児

258 258(実)/292(延) 産後の健康支援

90（実）/109(延） 健診後のフォロー等

訪
問

乳児全戸訪問事業

産婦

幼児等

相
談

育児相談

面接相談（随時）

電話相談

療
育

個別相談

さくらんぼ教室・たんぽぽ教室

巡回相談

教
室

赤ちゃん教室

マザー教室

すこやか教室

小児救急教室

オレンジルーム

出
前
教
室

事業名

健
診

乳児検診

1歳６カ月児健診

２歳児歯科健診

３歳児健診
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４ 地域福祉の状況  
（１）福祉関係の相談状況 

民生委員・児童委員の相談・支援件数の推移をみると、減少傾向で推移しています。 

子ども関係の相談件数の減少は、鉾田市子育て世代包括支援センターが開設された

ことによる減少と見込まれます。 

 

■民生委員・児童委員の相談・支援件数        （単位：件、日、人） 

  
                        

資料：市統計データ（各年度 3月末現在）  
項目 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

在宅福祉 235 184 195 129 96

介護保険 66 52 62 67 65

健康・保健医療 111 194 145 140 154

子育て・母子保健 77 65 44 69 69

子どもの地域生活 131 41 51 52 25

子どもの教育・学校生活 226 129 108 97 84

生活費 184 165 153 159 123

年金・保険 22 27 9 12 10

仕事 45 22 23 15 8

家族関係 175 116 98 119 79

住居 48 55 37 34 25

生活環境 202 167 148 139 149

日常的な支援 528 461 516 330 221

その他 1,608 1,020 1,195 1,031 1,089

計 3,658 2,698 2,784 2,393 2,197

高齢者に関すること 2,058 1,544 1,640 1,235 1,013

障がいに関すること 188 115 96 77 86

子どもに関すること 387 269 255 225 218

その他 1,025 770 793 856 880

計 3,658 2,698 2,784 2,393 2,197

34 25 26 22 20

調査・実態把握 1,558 1,784 1,956 1,761 1,402

行事・事業・会議の参加・協力 1,868 1,769 1,765 1,560 1,423

地域福祉活動・自主活動 1,943 1,447 1,431 1,348 1,063

民児協運営・研修 2,122 1,816 1,854 2,130 1,714

証明事務 734 806 831 934 859

要保護児童の発見の通告・仲介 71 69 17 56 48

訪問・連絡活動 11,093 9,374 10,307 11,325 11,353

その他 3,795 4,202 3,925 3,811 3,226

委員相互 3,410 2,575 2,703 2,854 2,644

その他の関係機関 3,954 1,761 1,874 1,671 1,523

12,351 10,583 10,538 11,152 10,782

113 97 97 102 99

109 109 109 109 109

そ
の
他
の
活
動

1人平均（年間）相談・支援件数

区分

内
容
別

件
数

相
談
・
支
援
件
数

分
野
別

総活動日数

1人平均（年間）活動日数

民生委員児童委員現員数

連絡調整回数

訪問回数



第２章 鉾田市の現状 

33 

（２）福祉に関わる人材の状況 
ボランティアの個人登録者数は平成 28 年に増加となりましたが、平成 29 年以降

は減少傾向となっています。団体数は増加傾向となっていますが、1 団体当たりの登

録者数は減少傾向となっています。 

 

■ボランティア登録状況 

 

 

 

 

 

 

資料：鉾田市社会福祉協議会（各年４月１日現在） 

 

■児童・生徒福祉活動校支援事業活動状況 

 

 

 

 
資料：鉾田市社会福祉協議会（各年４月１日現在） 

  

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

市内小学校 18校 18校 13校 14校 12校

市内中学校 2校 2校 2校 2校 2校

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

個人登録者数（人） 83 65 102 75 76

団体数（団体） 38 41 41 43 43

団体登録者数（人） 968 961 933 942 938

登録者合計（人） 1,051 1,026 1,035 1,017 1,014
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3,192
2,913

2,722 2,627
2,429

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

(人）

（３）社会参画の状況 
（３－１）シルバー人材センター会員の推移 

シルバー人材センターの会員数は、平成２９年度が２８９人となっています。 

会員数は減少傾向で推移しています。 

 

■シルバー人材センター会員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：シルバー人材センター（各年度３月末日現在） 

 

（３－２）高齢者クラブ加入者数の推移 
高齢者クラブ加入者数の推移をみると、加入者数は減少傾向で推移し、平成２９年

度は 2,429 人で、平成 25 年度と比較して 763 人の減少となっています。 

 

■高齢者クラブ加入者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：鉾田市社会福祉協議会（各年度４月１日現在）  

376

318 322
304 289
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100

200
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

(人）
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（４）生活保護の状況 
生活保護率をみると、鉾田市の保護率は、平成 25 年度の 9.0‰（パーミル：人口

千人比）から平成 29 年度の 11.9‰と上昇しています。 

保護率は、茨城県や国と比較すると、国よりは低いものの、茨城県より高くなって

います。 

 

■生活保護世帯、人員等の推移             （単位：世帯、人、‰） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市統計データ（各年度３月末現在） 

県統計データ（各年度３月末現在） 

国統計データ（各年度４月現在）⇒平成 29年度のみ確定前数値 

 

 

  世帯 人員 保護率 世帯 人員 保護率

鉾田市 368 433 9.0 380 452 9.5

茨城県 19,863 26,132 8.9 20,266 26,353 9.0

全国 1,591,846 2,161,612 17.0 1,612,340 2,165,895 17.0

世帯 人員 保護率 世帯 人員 保護率

鉾田市 403 486 10.1 445 553 11.6

茨城県 20,754 26,687 9.2 21,335 27,308 9.4

全国 1,629,743 2,163,685 17.0 1,637,045 2,145,438 16.9

世帯 人員 保護率

鉾田市 454 565 11.9

茨城県 21,904 27,744 9.6

全国 1,639,768 2,116,807 16.7

平成29年度

平成25年度 平成26年度

平成27年度 平成28年度
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５ 市民意識調査からみる地域の現状と課題  
（１）福祉施策の満足度 

①福祉施策の満足度 

福祉施策の総合的な満足度について、『満足』（満足＋やや満足）が 35.0％、『不

満』（不満＋やや不満）が 52.3％となっています。また、前回の調査と比較すると、

「満足」が減少し、「不満」が増加しています。 

 

②居住地区別福祉施策の満足度 

居住地区別にみると、旭地区が『満足』（満足＋やや満足）が 36.5％、『不満』（不

満＋やや不満）が 52.4％、同様に鉾田地区が『満足』が 36.6％、『不満』が 50.4％、

大洋地区が『満足』が 29.2％、『不満』が 58.4％で、各地区ともに「不満」が「満

足」を上回っている状況です。 

居住地区毎の状況の把握が必要です。 

 

■Ｑ これまでの鉾田市における福祉施策の取り組みについて、総合的にみるとどの程度満足さ

れていますか。 

 

■福祉施策の満足度前回調査結果比較         
 

■居住地区別福祉施策の満足度               （単位：人、％） 

 

 

 

 

   

3.3 

4.1

31.7 

36.4

41.0 

27.2

11.3 

6.3

12.7 

26.0

0% 25% 50% 75% 100%

今回（n=520）

前回（n=615）

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

サンプル数 満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

全　　体 520          3.3 31.7 41.0 11.3 12.7

旭　地区 126          4.0 32.5 38.9 13.5 11.1

鉾田地区 268          3.4 33.2 41.4 9.0 13.1

大洋地区 120          2.5 26.7 44.2 14.2 12.5
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③年齢別福祉施策の満足度 

年齢別にみると、70 歳以上が他の年齢と比較して「満足」の割合が最も高く、同

様に「やや満足」は 20 代が多くなっています。 

「やや不満」は 40 代、「不満」は 30 代で多くなっています。  
■年齢別福祉施策の満足度               （単位：人、％）            
市民意識調査からみる地域の現状と課題で使用しているグラフ・表について 

 

１．グラフ及び表に使用しているデータは、鉾田市地域福祉計画策定のためのアン

ケート調査。（調査対象：18 歳以上の市民 2,000 人 回収数 523 人） 

２．前回と表記しているデータは、第 2 期計画策定時のアンケート調査データ。 

３．サンプル数は回収したデータのうち有効回答数（520 人）を表しています。 

４．全体のサンプル数と各項目のサンプル数の合計は、無回答があるため一致しま

せん。 

５．割合（％）に色を付けているところは他の項目と比較して数値が高いことを表

しています。 

 

 

   

サンプル数 満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

全　　　体 520 3.3 31.7 41.0 11.3 12.7

20～29歳 77 2.6 44.2 31.2 10.4 11.7

30～39歳 85 5.9 25.9 36.5 20.0 11.8

40～49歳 83 2.4 21.7 55.4 14.5 6.0

50～59歳 72 0.0 23.6 51.4 12.5 12.5

60～69歳 119 2.5 37.0 42.9 8.4 9.2

70歳以上 80 6.3 36.3 30.0 2.5 25.0
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（２）地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なこと 

①地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なこと 

地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なことでは、「隣近所の住民同

士の普段からの付き合い」が 68.7％で最も高くなっています。 

 

■Ｑ あなたは、地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なことは、どのようなこ

とだと思いますか。 

 

■地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なこと               
②居住地区別地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なこと 

居住地区別にみると、各地区ともに「隣近所の住民同士の普段からの付き合い」

が最も高く、３地区の中で大洋地区が 76.7％で最も高くなっています。 

 

③年齢別地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なこと 

年齢別にみると、各年齢とも「隣近所の住民同士の普段からの付き合い」が最も

高く、50 代で最も高くなっています。また、「子どものしつけや子育て」は、40 代

が最も高く、20 代、30 代も 20％以上となっています。    

68.7 

38.3 

31.0 

17.1 

15.4 

9.8 

2.1 

10.0 

3.1 

0% 35% 70%

隣近所の住民同士の普段からの付き合い

ひとりで暮らしている高齢者の見守りなどの活動

地域が行う防災活動などの日常的な協力活動

スポーツやレクリエーション活動を通じた健康づくり

子どものしつけや子育て

障害のある人とない人との交流

その他

よくわからない

無回答

n=520



第２章 鉾田市の現状 

39 

 
■居住地区別地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なこと（単位：人、％）                
■年齢別地域の人々がお互いに支えあっていくうえで大切なこと （単位：人、％）       

サンプル数

隣近所の

住民同士の

普段からの

付き合い

子どもの

しつけや

子育て

ひとりで暮ら

している

高齢者の

見守りなど

の活動

障害のある

人とない人

との交流

地域が行う

防災活動な

どの日常的

な協力活動

スポーツや

レクリエー

ション活動を

通じた

健康づくり

全　　　体 520 68.7 15.4 38.3 9.8 31.0 17.1

20～29歳 77 54.5 20.8 36.4 10.4 22.1 15.6

30～39歳 85 61.2 21.2 37.6 8.2 37.6 17.6

40～49歳 83 62.7 26.5 38.6 10.8 36.1 12.0

50～59歳 72 79.2 9.7 36.1 9.7 29.2 11.1

60～69歳 119 73.9 9.2 40.3 10.9 34.5 20.2

70歳以上 80 78.8 7.5 41.3 8.8 23.8 25.0

その他
よくわか

らない
無回答

2.1 10.0 3.1

1.3 22.1 1.3

3.5 10.6 2.4

1.2 12.0 1.2

1.4 11.1 1.4

1.7 2.5 5.0

3.8 6.3 5.0

サンプル数

隣近所の

住民同士の

普段からの

付き合い

子どもの

しつけや

子育て

ひとりで暮ら

している

高齢者の

見守りなど

の活動

障害のある

人とない人

との交流

地域が行う

防災活動な

どの日常的

な協力活動

スポーツや

レクリエー

ション活動を

通じた

健康づくり

全　　体 520          68.7         15.4         38.3         9.8           31.0         17.1         

旭　地区 126          69.0         19.0         31.0         12.7         23.0         15.1         

鉾田地区 268          65.3         16.0         39.2         9.7           33.2         17.2         

大洋地区 120          76.7         10.8         44.2         6.7           35.0         20.0         

その他
よくわから

ない
無回答

2.1           10.0         3.1           

2.4           9.5           4.0           

1.1           12.3         3.0           

4.2           5.8           1.7           
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（３）福祉施策を充実するために重要なこと 
①福祉施策を充実するために重要なこと 

「医療サービス体制の充実」（44.8％）、「移動手段の充実」（38.8％）、「育児・子

育て支援体制の充実」（37.5％）、「高齢者の在宅生活支援」（35.6％）「地域の支え

あいの仕組みづくり」（31.5％）の順に上位にあげられています。 

 

 

■Ｑ 鉾田市の福祉施策をより充実していくために、あなたが重要と考える取り組みはどれですか。  
■福祉施策を充実するために重要な取り組み 

                 

44.8 

38.8 

37.5 

35.6 

31.5 

29.2 

27.5 

26.2 

25.2 

23.1 

18.8 

18.1 

17.9 

15.8 

9.6 

1.9 

12.9 

0% 25% 50%

医療サービス体制の充実

移動手段の充実

育児・子育て支援体制の充実

高齢者の在宅生活支援

地域の支えあいの仕組みづくり

福祉サービスに関する情報の充実

子供のころからの福祉教育の充実

防犯・交通安全・防災体制の充実

健康づくり事業の充実

障害者の在宅生活支援

地域での様々な交流活動の促進

地域における身近な相談体制づくり

福祉に従事する専門的人材の育成

公共施設等のバリアフリー化の推進

ボランティアやＮＰＯ団体の育成と活動支援

その他

無回答

n=520
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②地区別福祉施策を充実するために重要なこと 

上位にあげられた 5 項目を居住地区別にみると、各地区とも医療サービス体制の

充実が最も高くなっています。旭地区では同じ割合で育児・子育て支援体制の充実

があげられ、鉾田地区では、高齢者の在宅生活支援、大洋地区では移動手段の充実

が 2 番目に挙げられていることから地域の課題といえます。 

 

③年齢別福祉施策を充実するために重要なこと 

上位にあげられた 5 項目を年齢別にみると、「医療サービス体制の充実」が 50

代、70 歳以上以外は、最も高くなっています。 

全体の上位 5 番目には入りませんでしたが、20 代の 4 番目に「子供のころから

の福祉教育の充実」、30 代の 4 番目に「防犯・交通安全・防災体制の充実」、40 代

の 5 番目に「防犯・交通安全・防災体制の充実」、50 代の 4 番目に「福祉サービ

スに関する情報の充実」、60 代の 5 番目に「健康づくり事業の充実」、70 歳以上

の 4 番目に「地域での様々な交流活動の促進」がそれぞれあげられています。  
■居住地区別重要と考える取り組みの順位            （単位：人、％）         
■年齢別重要と考える取り組みの順位               （単位：人、％）     

 

 

 

 

 

 

※表中の丸数字は順位を表しています。  

サンプル数
医療サービス

体制の充実
移動手段の充実

育児・子育て

支援体制の充実

高齢者の

在宅生活支援

地域の支えあい

の仕組みづくり

① ② ③ ④ ⑤
44.8                 38.8                 37.5                 35.6                 31.5                 

① ③ ① ⑤ ④
41.3                 40.5                 41.3                 30.2                 36.5                 

① ④ ③ ② ⑤
45.9                 35.8                 36.9                 37.7                 29.1                 

① ② ④ ③ ⑤
47.5                 44.2                 35.0                 36.7                 33.3                 

520            

126            

268            

120            

鉾田地区

大洋地区

旭　地区

全　　体

サンプル数
医療サービス

体制の充実
移動手段の充実

育児・子育て

支援体制の充実

高齢者の

在宅生活支援

地域の支えあい

の仕組みづくり

① ② ③ ④ ⑤
44.8                 38.8                 37.5                 35.6                 31.5                 

① ③ ② ⑤ ⑨
50.6                 45.5                 49.4                 31.2                 22.1                 

① ③ ② ④ ⑥
63.5                 42.4                 52.9                 37.6                 34.1                 

① ③ ① ④ ⑦
49.4                 45.8                 49.4                 34.9                 27.7                 

② ① ⑤ ② ⑦
41.7                 43.1                 36.1                 41.7                 26.4                 

① ③ ⑧ ④ ①
39.5                 36.1                 24.4                 35.3                 39.5                 

③ ⑤ ⑬ ② ①
26.3                 23.8                 17.5                 33.8                 36.3                 

70歳以上 80             

40～49歳 83             

50～59歳 72             

60～69歳 119            

全　　　体 520            

20～29歳 77             

30～39歳 85             
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（４）定住意向 

①定住意向 

現在住んでいる地域の定住意向について、「住み続けたい」（住み続けたい＋どち

らかといえば住み続けたい）が 64.4％を占めており、「他の市町村に移りたい」（他

の市町村に移りたい＋どちらかといえば他の市町村に移りたい）は 17.0％となっ

ています。 

 

②居住地区別定住意向 

3 地区共に、「住み続けたい」と「どちらかといえば住み続けたい」を合計すると

60％以上となっています。 

また、「どちらかといえば他の市町村に移りたい」と「他の市町村に移りたい」と

回答した割合を合計すると、大洋地区が最も高くなっています。 

 

■Ｑ 現在のお住いの地域に、住み続けたいと思いますか。 

 

■現在の地域に対する居住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■居住地区別居住意向                     （単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

  

39.2 25.2 16.3 11.2 5.8 2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい

どちらともいえない どちらかといえば他の市町村に移りたい

他の市町村に移りたい 無回答

n=520

サンプル数
住み続け

たい

どちらかと

いえば住み

続けたい

どちらとも

いえない

どちらかとい

えば他の市

町村に移り

たい

他の市町村

に移りたい
無回答

全  　　体 520 39.2 25.2 16.3 11.2 5.8 2.3

旭　 地区 126 41.3 22.2 19.8 11.9 4.8 0.0

鉾田地区 268 38.8 27.6 15.3 10.1 5.2 3.0

大洋地区 120 40.0 24.2 14.2 13.3 8.3 0.0
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③年齢別定住意向 

20 歳代では、「どちらかといえば他の市町村に移りたい」と「他の市町村に移り

たい」を合計すると 26.0％と他の年代より高くなっており、これからの地域を担

う若い年代の定住意向を高めることが課題です。 

 

■年齢別地域に対する居住意向                 （単位：人、％） 

             

サンプル数
住み

続けたい

どちらかとい

えば住み続

けたい

どちらともい

えない

どちらかとい

えば他の市

町村に移り

たい

他の市町村

に移りたい
無回答

全　体 520 39.2 25.2 16.3 11.2 5.8 2.3

20歳代 77 20.8 19.5 28.6 11.7 14.3 5.2

30歳代 85 27.1 27.1 23.5 9.4 9.4 3.5

40歳代 83 33.7 24.1 16.9 22.9 2.4 0.0

50歳代 72 47.2 33.3 8.3 9.7 1.4 0.0

60歳代 119 46.2 28.6 15.1 5.9 4.2 0.0

70歳以上 80 60.0 18.8 6.3 10.0 3.8 1.3
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（５）ご近所とのお付き合いの程度 

①ご近所とのお付き合いの程度 

ご近所との方とのお付き合いの程度をみると、「さしさわりのないことなら、話せ

る相手がいる」が 46.7％で最も高く、次いで「道で会えば、あいさつをする程度の

人ならいる」が 28.1％となっています。 

 

②居住地区別ご近所とのお付き合いの程度 

居住地区別にみると、３地区とも「さしさわりのないことなら、話せる相手がい

る」が最も多く、次いで「道で会えば、あいさつをする程度の人ならいる」で 3 地

区とも同様の傾向となっています。 

 

■Ｑ あなたは、普段ご近所の方とどの程度のお付き合いをされていますか。 

 

■ご近所との付き合いの程度           
■居住地区別ご近所との付き合いの程度            （単位：人、％）           

11.2 46.7 28.1 10.4 3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人的なことを相談し合える人がいる

さしさわりのないことなら、話せる相手がいる

道で会えば、あいさつをする程度の人ならいる

ほとんど近所付き合いをしない

無回答

n=520n=520

サンプル数

個人的なこと

を相談し合え

る人がいる

さしさわりの

ないことな

ら、話せる相

手がいる

道で会えば、

あいさつをす

る程度の人

ならいる

ほとんど近

所付き合いを

しない

無回答

全　　体 520       11.2 46.7 28.1 10.4 3.7

旭　地区 126       12.7 48.4 26.2 8.7 4.0

鉾田地区 268       11.2 43.3 29.9 11.2 4.5

大洋地区 120       10.0 53.3 25.8 10.0 0.8
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③年齢別ご近所とのお付き合いの程度 

年齢別にみると、「さしさわりのないことなら、話せる相手がいる」は 60 歳代で

最も高く、「個人的なことを相談し合える人がいる」は 70 歳以上で高くなっていま

す。 

逆に「道で会えば、あいさつをする程度の人ならいる」や「ほとんど近所付き合

いをしない」は 20 歳代が最も高く、年代が高くなるに従って減少となる傾向とな

っています。  
■年齢別ご近所との付き合いの程度             （単位：人、％）            

サンプル数

個人的なこ

とを相談し

合える人が

いる

さしさわりの

ないことな

ら、話せる

相手がいる

道で会え

ば、あいさ

つをする程

度の人なら

いる

ほとんど近

所付き合い

をしない

無回答

全　　　体 520 11.2 46.7 28.1 10.4 3.7

20～29歳 77 3.9 24.7 45.5 22.1 3.9

30～39歳 85 9.4 37.6 32.9 16.5 3.5

40～49歳 83 7.2 51.8 28.9 8.4 3.6

50～59歳 72 19.4 48.6 22.2 8.3 1.4

60～69歳 119 6.7 60.5 24.4 5.0 3.4

70歳以上 80 23.8 50.0 16.3 5.0 5.0



第２章 鉾田市の現状 

46 

（６）市民が取り組むべき課題 
①目標の実現のための住民の取り組み 

「住民相互の日常的な対話や交流を広げる」（37.9％）、「町内会や住民の身近な

暮らしや健康・安全・防犯などの問題に取り組む」（36.9％）、「高齢者や障害者と

子ども・若い人たちとの交流を広げる」（34.4％）が上位にあげられています。 

こうした取り組みを地域と行政が協力して推進する必要があります。 

 

■Ｑ 「一人ひとりが主役となり、ともにつくる、ふれあいと支えあいのまち・ほこた」を目

指す上で、住民が取り組むべきことは何だと思いますか。  
■目標の実現のための住民の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

37.9 

36.9 

34.4 

19.6 

16.3 

15.8 

13.3 

2.1 

11.3 

12.5 

0% 20% 40%

住民相互の日常的な対話や交流を広げる

町内会や住民の身近な暮らしや

健康・安全・防犯などの問題に取り組む

高齢者や障害者と子ども・若い人たちとの交流を広げる

身近な地域で住民の暮らしや福祉に

ついて懇談する機会をつくる・増やす

ボランティア活動・地域福祉活動への参加をもっと増やす

地域で取り組まれている活動の

交流や意見交換会を開催する

民生児童委員とボランティアとの協力・連携を広げる

その他

特にない

無回答

n=520
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②居住地区別目標の実現のための住民の取り組み 

全体の集計結果で高かった項目を居住地区別に比較すると、「住民相互の日常的な

対話や交流を広げる」は、大洋地区が最も高くなっています。 

「町内会や住民の身近な暮らしや健康・安全・防犯などの問題に取り組む」は、

旭地区が最も高くなっています。 

「高齢者や障害者と子ども・若い人たちとの交流を広げる」は、鉾田地区が最も

高くなっています。 

 

■居住地区別目標実現のための住民の取り組み          （単位：人、％）             

サンプル数

住民相互の日

常的な対話や

交流を広げる

高齢者や障害

者と子ども・若

い人たちとの交

流を広げる

町内会や住民

の身近な暮らし

や健康・安全・

防犯などの問

題に取り組む

身近な地域で

住民の暮らし

や福祉につい

て懇談する機

会をつくる・増

やす

地域で取り組

まれている活

動の交流や意

見交換会を開

催する

民生児童委員

とボランティア

との協力・連携

を広げる

ボランティア活

動・地域福祉

活動への参加

をもっと増やす

全　　体 520          37.9              34.4              36.9              19.6              15.8              13.3              16.3              

旭　地区 126          36.5              33.3              40.5              19.0              16.7              8.7               11.9              

鉾田地区 268          35.1              35.4              35.1              20.1              14.6              15.7              17.2              

大洋地区 120          46.7              34.2              37.5              19.2              18.3              13.3              20.0              

その他 特にない 無回答

2.1               11.3              12.5              

1.6               13.5              12.7              

2.6               11.2              13.1              

1.7               9.2               9.2               
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③年齢別目標の実現のための住民の取り組み 

全体の集計結果で高かった項目を年齢別に比較すると、「住民相互の日常的な対話

や交流を広げる」は 60 代が最も高くなっています。 

「町内会や住民の身近な暮らしや健康・安全・防犯などの問題に取り組む」は、

40 代が最も高くなっています。 

「高齢者や障害者と子ども・若い人たちとの交流を広げる」は、30 代が最も高く

なっています。  
■年齢別目標実現のための住民の取り組み            （単位：人、％）             

サンプル数

住民相互の日

常的な対話や

交流を広げる

高齢者や障害

者と子ども・若

い人たちとの交

流を広げる

町内会や住民

の身近な暮らし

や健康・安全・

防犯などの問

題に取り組む

身近な地域で

住民の暮らし

や福祉につい

て懇談する機

会をつくる・増

やす

地域で取り組

まれている活

動の交流や意

見交換会を開

催する

民生児童委員

とボランティア

との協力・連携

を広げる

ボランティア活

動・地域福祉

活動への参加

をもっと増やす

その他 特にない 無回答

全　　　体 520 37.9 34.4 36.9 19.6 15.8 13.3 16.3 2.1 11.3 12.5

20～29歳 77 31.2 32.5 31.2 14.3 13.0 13.0 15.6 5.2 23.4 5.2

30～39歳 85 34.1 42.4 34.1 16.5 18.8 10.6 16.5 3.5 9.4 7.1

40～49歳 83 27.7 38.6 45.8 19.3 14.5 13.3 20.5 1.2 12.0 6.0

50～59歳 72 45.8 33.3 33.3 16.7 13.9 9.7 15.3 0.0 9.7 12.5

60～69歳 119 46.2 31.9 43.7 21.8 19.3 17.6 15.1 0.0 0.0 0.0

70歳以上 80 40.0 28.8 30.0 27.5 13.8 13.8 16.3 0.0 0.0 0.0

その他 特にない 無回答

2.1 11.3 12.5

5.2 23.4 5.2

3.5 9.4 7.1

1.2 12.0 6.0

0.0 9.7 12.5

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0
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６ ワークショップからみる地域の現状と課題  
１）少子高齢化に関すること 

少子高齢化に関することでは、若い世代が市外へと転出することで高齢化が進行す

るとともに、健康や日常生活に不安を抱える高齢者が増えているという現状が挙げら

れています。 

特に、健康上の不安や認知症に関する意見は、多くの地区で挙げられており、健康

で安心して暮らすことができる地域づくりが求められます。 

 

○少子高齢化の進行について 

・若い世代の定住が進まない 

・同居しない親子が増えている（子は市外が多い） 

・共働き家庭が増加し、日中留守にする家庭や日中独居の高齢者が増えている 

 

○高齢者の現状について 

・仕事をしている高齢者が増えている 

・ひとり暮らしや高齢者世帯が増えている 

・引きこもりや地域での孤立が増えている 

・老老介護や生活に困窮する世帯が増えている 

 

○高齢者の心配ごとについて 

・困った時の相談先がわからない 

・気軽に集まることができる場所がない 

・健康上の不安や介護が必要になった時の不安がある 

・交通が不便 

・買い物が不便 

 

○高齢者への支援について 

・支援が必要な高齢者の情報が得られない 

・支援方法がわからない（声かけ・見守り・認知症への対応等） 

 

○子どもの現状について 

・未就学児の集まる機会がない 

・子どもが遊ぶ場所が少なくなった 
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（２）地域の活動に関すること 
各地域における活動に関することでは、少子高齢化や地域のつながりの希薄化によ

る活動への参加者の減少や担い手不足といった、活動の存続に関わる内容が最も多く

挙げられました。 

加えて、個人情報やプライバシーの問題があり、声かけや見守り等の活動が思うよ

うに進めることができない状況であることがわかりました。 

 

○自治会活動について 

・自治会活動に関心がない人が多い 

・自治会の役割がわからない人がいる 

・自治会の未加入者や自治会の脱退者が多い 

・自治会活動の参加者や担い手が減少している 

・高齢化により、役員や会員の負担が大きくなっている  
○その他の地域活動について 

・交流の機会や場所が減少している 

・交流や参加する関心がない人が多い 

・どのように活動したらよいかわからない 

・緊急時の地域での助けあいが必要である 

・個人情報やプライバシーへの配慮が必要になっている 

・地域活動の参加者や担い手が不足している   
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（３）近所付き合いに関すること 
単身世帯や核家族世帯の増加等により、地域のつながりが希薄化しているという声

が最も多く挙げられました。 

また、個々の住民の価値観や世代別による近所付き合いの程度などから、近所付き

合いに積極的ではない人が多いことがわかりました。 

さらに、ひきこもりや生活困窮者等、地域で支援を必要とする人がいても、個人情

報の問題などから実態を把握できないことが多くなっているようです。  
○隣近所の状況について 

・ひきこもりの人がいる 

・生活に困窮する人がいる 

・核家族化が進行している 

・単身世帯が増加している 

 

○近所付き合いの希薄化について 

・集まる場所や機会がない 

・訪問しても出てこない人がいる 

・地域や他人に関心を持たない人が多い 

・どのようにきっかけを作ればよいかわからない 

・子どもが大きくなると近所付き合いが少なくなる  
○若い世代について 

・世代間の価値観が合わない 

・若い世代との関わりが少ない 

・若い世代は共働きが多く、日中会う機会がない 
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（４）地域の生活環境に関すること 
災害時の避難場所や避難方法等の情報の整理と充実、地域の見守りによる防犯面の

強化、日常的な交通手段の確保等を必要とする意見が多くなっています。 

一方、地域で生活する上でのルールが守れない市民が多くなっており、福祉意識を

高めるだけではなく、基本的なマナーの向上が求められます。 

 

○防災について 

・災害時の避難訓練が活かされていない 

・災害時に支援を求めることができない人がいる 

・災害時の情報が不十分である（避難場所・避難方法・緊急連絡先等） 

 

○防犯について 

・手入れされていない庭や土地が増加している 

・街灯が少なく、暗い場所がある（通学路・公園等） 

・子どもの登下校時など、地域の見守りの目が少ない 

 

○交通環境について 

・外出（買い物や通院等）する際の交通手段がない 

・歩道や車道の整備が進まず、特に子どもや高齢者には危険である（段差等） 

・道路の環境が悪い 

 

○生活環境全般について 

・商店や病院が少ない 

・相談できる人がいない 

・行政サービスがわからない 

・ごみ出しに困っている人がいる   
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７ 第２期計画の評価 
 

第2期鉾田市地域福祉計画の主要課題の各事業の実施状況から以下の評価を行います。 

評価は各担当課等が行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

全体の評価 

全  体 
事業数 構成比 

78 100.0％ 

成果評価 

Ａ 58 74.3％ 

Ｂ 13 16.7％ 

Ｃ 7 9.0％ 

※事業数は主要課題８の 3 事業を除いた数 

 

基本目標及び主要課題別内訳 

基本目標 主要課題 事業数 
評価 

Ａ Ｂ Ｃ 

気づく 主要課題１ 地域や健康、福祉について一人ひ

とりが考える機会を確保する 
9 6 2 1 

育てる 主要課題２ 地域で活動する人材や組織の育成 6 5 0 1 

主要課題３ 一人ひとりの主体的な活動を活性

化する 
17 15 1 1 

つなげる 主要課題４ 地域での相互交流の活性化を図る 5 3 2 0 

主要課題５ 地域で支えあう力を高める 4 3 1 0 

支えあう 主要課題６ 適切なサービス利用促進を図る 7 6 1 0 

主要課題７ 安心して暮らせる生活環境の整備 20 13 4 3 

主要課題８ 経済的な支援の充実 3 - - - 

主要課題９ 相談支援体制の充実 10 7 2 1 

総  数 81 58 13 7 

  

評価方法 

１．各事業の達成状況をパーセントで評価します。 

２．主要課題に対する事業の実施状況をＡ、Ｂ、Ｃで評価します。 

 

※事業を部で実施ている場合は 1事業とし、1事業を複

数の課等で実施している場合はそれぞれを 1事業とし

評価しています。 

Ａ：80％以上 

Ｂ：60％以上 80％未満 

Ｃ：60％未満 

Ａ

74.3%

Ｂ

16.7%

Ｃ

9.0%
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基本目標１：気づく 

主要課題１ 
地域や健康、福祉について一人ひとりが考える機会を確保する

（情報提供・意識啓発の強化） 

 

 

 

主要課題１ 
事業数 構成比 

9 100.0％ 

成果評価 

Ａ 6 66.7％ 

Ｂ 2 22.2％ 

Ｃ 1 11.1％ 

 

■主要課題１の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 №1 総合福祉パンフレットの作成 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、パンフレットを設置するようにします。 

・健康増進課では、「総合福祉パンフレット」作成の話しあいを持ち作成していき

ます。 

事業名 №２福祉情報の提供 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課ではホームページ等活用し、さらに情報の提供に努めます。 

・介護保険課では、ホームページへの掲載を強化したうえで情報の更新頻度も増

やすように配慮します 

事業名 №3 意見交換会・出前講座の実施 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、市民の要望を踏まえて実施していきます。 

・介護保険課では、地域の求めに応じて開催するとともに、各世代に対する分か

りやすい周知に努めていきます。 

 

■主要課題１の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ

66.7%

Ｂ

22.2%

Ｃ

11.1%

№ 評価 今後の方向性

C 見直して継続

 社会福祉課 C 見直して継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 C 見直して継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

事業名

総合福祉パンフレットの作成

1

総合的な福祉情報のパンフレットは作成していない。

各パンフレットの充実を図るとともに、福祉の各分野の情報を総合的に紹介するパンフ

レットを作成し、各課の窓口、公共施設にパンフ等を配置する。

所管課

健康福祉部
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№ 評価 今後の方向性

B 見直して継続

 社会福祉課 B 見直して継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 A 現状のまま継続

 介護保険課 B 見直して継続

現状

目標

B 見直して継続

 社会福祉課 Ｃ 見直して継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 A 現状のまま継続

 介護保険課 B 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

引き続き、各種教室の開催。市報やホームページ健康カレンダーで周知する。

回覧、市報やホームページ健康カレンダーで周知している。

引き続き、回覧、市報やホームページ健康カレンダーで周知する。

7

8

9

健康情報の提供 

各種教室の開催。市報やホームページ健康カレンダーで周知している。

健康増進課

子育てハンドブックの作成 

総合相談支援の充実

適切で有効な情報提供の充実 

健康相談体制の充実 

健康づくりの啓発・普及 

市報・市ホームページ及び各種事業の開催等を通して、総合相談窓口である地域包括支

援センターの周知に努めている。

地域包括支援センターの周知に努めます。

市報・市ホームページ及び各種事業の開催等を通して、健康管理や介護予防について情

報の提供を行っている。

引き続き、介護予防教室を開催します。

担当以外でも対応できるよう、保健師間で情報を共有している。

他課、他職種、関係機関との連携強化を図る。

関係機関との連携を図り、子育てに関する制度や、子育て支援事業等の内容の充実を

図った。

子育てに関する制度の周知を目的に、内容の充実を図りながら子育てハンドブックを作

成し配布する。（毎年５００部作成）

健康増進課

健康増進課

4

5

6

2

福祉情報の提供

分野ごとにパンフレット等を作成し、関係各課の窓口に配置するとともに、市報、ＨＰ

等を活用して情報提供の充実を図っている。

各パンフレットの充実を図るとともに、総合福祉パンフレットを各課の窓口、公共施設

にパンフ等を配置するとともに、市報、ＨＰ、会議、講演会等の場を活用して情報提供

の充実を図っていく。

3

意見交換会、出前講座の実施 

地域の求めに応じて開催しているが、開催の要望が少ない。

地域の意向を確認し、要望に合わせた講座等を実施するとともに、普及啓発に努める。

健康福祉部

健康福祉部

子ども家庭課

介護保険課

介護保険課

事業名 所管課
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基本目標２：育てる 

主要課題２ 地域で活動する人材や組織の育成 

 

 

 

主要課題２ 
事業数 構成比 

6 100.0％ 

結果評価 

Ａ 5 83.3％ 

Ｂ ０ 0.0％ 

Ｃ 1 16.7％ 

 

■主要課題２の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 【人材の発掘、確保、育成】№１ボランティアの発掘と育成 

取り組み 

の方針 

・社会福祉協議会では、講座内容を参加者の求める内容に努めていきます。 

 

■主要課題２内訳 

【人材の発掘、確保、育成】 

 

 

 

 

 

 

 

【ボランティア活動への支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ

83.3%

Ｂ

0.0%

Ｃ

16.7%

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

Ｃ 見直して継続

現状

目標

ボランティアの発掘と育成
社会福祉協議会

・ボランティア活動センター事業への助成を実施してきた。（社会福祉課）

・腕まくり講座　参加者　H27:17名 　H28:27名　 H29:35名（社会福祉協議会）

・参加者数（延べ人数）腕まくり講座150人　ボランティア専門講座60人　ボラン

ティアスキルアップ講座100人（社会福祉協議会）

1

社会福祉課

所管課事業名

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

ボランティア活動センターへの支援
社会福祉課

事業名 所管課

社会福祉協議会

・ボランティア活動センター事業への助成を実施してきた。（社会福祉課）

・ボランティア活動センターの支援に努めている。

H27: 1,026名　H28: 1,035名　H29:1,053名（社会福祉協議会）

・多くの世代が地域福祉の担い手となるよう、引き続きボランティア活動センターが中

心となり、講座やイベントを開催していくための助成支援を行う。（社会福祉課）

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動ｾﾝﾀｰへの登録者の増加に努めます。（社会福祉協議会）

1
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主要課題３ 一人ひとりの主体的な活動を活性化する 

 

 

 

主要課題３ 
事業数 構成比 

17 100.0％ 

成果評価 

Ａ 15 88.2％ 

Ｂ 1 5.9％ 

Ｃ 1 5.9％ 

 

■主要課題３の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 【福祉教育の推進】№3 各種福祉講座、講演会の実施 

取り組み 

の方針 

・社会福祉協議会では、参加者数の増加に努めます。 

事業名 【福祉教育の推進】№4 広報誌による地域福祉活動の事例の紹介 

取り組み 

の方針 

・広報誌等を積極的に活用した啓発を実施していきます。 

 

■主要課題３内訳 

【福祉教育の推進】 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

社会福祉協議会

ボランティア活動の活性化を図る。

H27:1,026名　H28:1,035名　H29:1,053名

事業名 所管課

ボランティア活動センターへの登録者の増加に努めます。

2

ボランティア活動団体への助成・支援 社会福祉協議会

ボランティアの自主的活動の支援を行い、活動の活発化を図る。

H27:33団体　H28:33団体　H29:32団体

助成数　35団体

3

ボランティア活動の推進 

Ａ

88.2%

Ｂ

5.9%

Ｃ

5.9%

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

目標

社会福祉課

・学校教育において、福祉についての正しい理解を深めることは重要なことであり、児

童生徒の発達の段階に応じて、社会福祉についての理解を深める指導を行うとともに、

思いやりの心、社会奉仕の精神などの育成を図る。（指導課）

・人権について正しい理解を深める。（社会福祉課）

事業名 所管課

1

学校教育における福祉意識の普及
指導課

現状

・社会福祉について、積極的な指導に努め、意識の醸成を図っている。（指導課）

・小中学校において、人権擁護委員による人権教室を実施し、啓発に努めている。（社

会福祉課）
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【高齢者、障がいのある方の就労支援】 

 

 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

2

就業支援の充実 社会福祉課

障害者総合支援法に基づき、「就労移行支援」「就労継続支援A型」「就労継続支援B

型」等の支援を行っている。

引き続き、障害者の就労支援を行っていく。

事業名 所管課

シルバー人材センターの充実 シルバー人材

センター

1

介護保険課

・運営補助金の交付及び事業拠点の提供により支援している。（介護保険課）

・高齢者の「自主・自立・共働・共助」の理念のもと事業を実施し、センターの充実に

努めている。（シルバー人材センター）

・引き続き、会員確保に努め、生涯現役での活躍を応援します。（介護保険課）

・高齢者の安定的な雇用を目指します。（シルバー人材センター）

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

Ｂ 見直して継続

現状

目標

C 見直して継続

 社会福祉課 C 見直して継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 介護保険課 C 見直して継続

現状

目標
市報、社協だよりなどを通じて、活動事例の紹介や各種情報を発信し、市民の福祉意識

の啓発に努める。

健康福祉部

4

広報誌による地域福祉活動の事例の紹介 

取り組み実績なし。

事業名 所管課

介護保険課

・人権講演会、大型店舗等で啓発品を配布し、啓発に努めている。（社会福祉課）

・認知症本人やその家族を地域で温かく見守る体制の構築に向けて、認知症サポーター

養成講座を開催している。（介護保険課）

・H28:社会福祉大会 200名　H29:地域づくり講演会 200名（社会福祉協議会）

2

生涯学習活動における福祉意識の啓発 生涯学習課

人権講演会等を実施し、啓発に努めている。

3

各種福祉講座、講演会の実施

 社会福祉課

各種事業の開催を通して、交流の機会を提供し、相互理解を深める場の確保に努める。

社会福祉協議会

・人権意識の高揚、育成に努めます。（社会福祉課）

・認知症サポーターの養成に努める。（介護保険課）

・社会福祉大会、福祉講演会参加者数：300人（社会福祉協議会）
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【情報提供・相談体制の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３：つなげる 

主要課題４ 地域での相互交流の活性化を図る 

 

 

 

主要課題４ 
事業数 構成比 

5 100.0％ 

成果評価 

Ａ ３ 60.0％ 

Ｂ ２ 40.0％ 

Ｃ ０ 0.0％ 

 

Ａ

60.0%

Ｂ

40.0%

Ｃ

0.0%

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

事業名 所管課

社会福祉課

介護保険課就業支援、相談体制の充実 

2

社会福祉課

介護保険課

子ども家庭課
就労支援機関に関する情報提供の充実

1

商工観光課

・鹿行地域を対象とした「障害者就業・生活支援センターまつぼっくり」が鹿嶋市に設

置されている。（社会福祉課）

・シルバー人材センターと連携により充実を図っている。（介護保険課）

・母子・父子及び寡婦に対する、自立に必要な情報提供に努めた。（子ども家庭課）

・求職者に対し情報提供、職業訓練等の案内に努めた。（商工観光課）

・引き続き、鹿行地域での支援を行う。（社会福祉課）

・引き続き、会員確保に努め、生涯現役での活躍を応援する。（介護保険課）

・相談内容に応じた専門機関の案内、就労支援に関する制度等の情報提供の充実に努め

る。（子ども家庭課）

・求職者に対する必要な情報提供、職業訓練又はセミナーの案内に努める。（商工観光

課）

子ども家庭課

・鹿行地域を対象とした「障害者就業・生活支援センターまつぼっくり」が鹿嶋市に設

置されている。（社会福祉課）

・シルバー人材センターの相談事業により充実を図っている。（介護保険課）

・母子・父子自立支援員を配置し、母子・父子・寡婦の悩みや心配ごとなどの相談業務

を行うとともに、自立に向けた支援を行った。（子ども家庭課）

・引き続き鹿行地域での支援を行う。（社会福祉課）

・引き続き、会員確保に努め、生涯現役での活躍を応援します。（介護保険課）

・母子・父子自立支援員を配置し、関係機関との連携を図り、相談体制の充実に努め

る。（子ども家庭課）
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■主要課題４の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 【交流事業への支援】№1 交流の場の確保 

取り組み 

の方針 

・施設所管課では、情報提供の強化に努めていきます。 

事業名 【活動拠点の充実】№2 社会資源の把握 

取り組み 

の方針 

・健康福祉部では、関係部署と情報共有をさらに進めます。 

 

■主要課題４内訳 

【交流事業への支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

B 見直して継続

 社会福祉課 B 見直して継続

 健康増進課 A 現状のまま継続

 介護保険課 B 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

 社会福祉課 A 現状のまま継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 A 現状のまま継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

事業名 所管課

1

交流の場の確保

施設所管課

各施設ごとのパンフレット、ホームページへの掲載により情報を発信し、利用促進を

図ってきた。

これまでの取り組みに加え、夏まつりや福祉まつりなどの各イベントの会場として利用

することにより、交流の場としての認識を醸成していく。

2

地域における各種イベント等への支援

健康福祉部

関係機関等と連携し、各種事業を支援するとともに、必要な情報提供に努めている。

各種イベント等の活性化を図り、地域交流を促進する。

3

高齢者の経験や知識を活かした活動の支援 生涯学習課

昔の遊びなど体験事業を実施した。

送り手と受け手のニーズの把握に努める。また活動のできる環境を整備に努める。
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【活動拠点の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

 社会福祉課 A 現状のまま継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 A 現状のまま継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

B 見直して継続

 社会福祉課 B 見直して継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 B 見直して継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

事業名 所管課

1

公共施設等の利用促進に関する調整 

2

社会資源の把握 

各施設や新たな社会資源の情報を健康福祉部ほか関係部署が共有し、地域における社会

資源の情報を発信できる体制を整えていく。

健康福祉部

各施設の担当課ごとに施設・社会資源の把握、管理を行ってきた。

健康福祉部

各施設ごとのパンフレット、ホームページへの掲載により情報を発信し、利用促進を

図ってきた。

これまでの取り組みに加え、各イベントや市民主体による各種催しなどの会場として利

用することにより、多方面からの利用促進を図る。
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主要課題５ 地域で支えあう力を高める 

 

 

 

主要課題５ 
事業数 構成比 

4 100.0％ 

成果評価 

Ａ ３ 75.0％ 

Ｂ 1 25.0％ 

Ｃ ０ 0.0％ 

 

■主要課題５の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 №1 民生委員・児童委員との連携 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、委員が活動しやすい環境づくり、連携強化に取り組みます。 

 

■主要課題５内訳 

【見守り支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ

75.0%

Ｂ

25.0%

Ｃ

0.0%

№ 評価 今後の方向性

Ｂ 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

社会福祉協議会
地域ケアシステムの推進 

介護保険課

2

所管課

1

民生委員・児童委員との連携 社会福祉課

見守り活動を実施している委員との連携強化に向け、委員が活動しやすい環境づくりが

必要である。

連携強化に向けたシステムの構築を推進する。

3

要保護児童対策事業 子ども家庭課

年間活動計画を作成し、情報の共有や資質の向上を図り、早期発見、早期対応に努めた。

鉾田市要保護児童地域協議会の効果的な運営に努め、要保護児童へのきめ細かな取り組

みを推進する。

・地域課題の共有と対応策の検討を目的に医療・福祉・介護等関係者が参画する会議を

開催。また見守りを必要と判断できる高齢者に対しては、在宅ケアチームを組織してい

る。（介護保険課）

・見守り数　H27:483チーム　H28:526チーム　H29:482チーム（社会福祉協議

会）

・在宅ケアチームによる支援に努める。（介護保険課）

・見守り数：300チーム（社会福祉協議会）

事業名
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基本目標４：支えあう 

主要課題６ 適切なサービス利用促進を図る 

 

 

 

主要課題６ 
事業数 構成比 

7 100.0％ 

成果評価 

Ａ 6 85.7％ 

Ｂ １ 14.3％ 

Ｃ ０ 0.0％ 

 

■主要課題６の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 №1 日常生活自立支援事業の推進 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、支援の充実に努めていきます。 

 

■主要課題６内訳 

【福祉サービス利用援助の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ

85.7%

Ｂ

14.3%

Ｃ

0.0%

№ 評価 今後の方向性

B 見直して継続

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

社会福祉課
成年後見制度利用支援事業の充実

事業名 所管課

社会福祉協議会

・日常生活支援事業として、日常生活用具給付等事業を実施しているが、より一層の支

援が必要な状況である。（社会福祉課）

・利用者数　H27:21人　H28:25人　H29:19人（社会福祉協議会）

・日常生活用具給付等事業の品目、基準額を充実させる。（社会福祉課）

・利用者数:25人

介護保険課

・鉾田市成年後見制度利用支援事業実施要綱及び鉾田市成年後見制度における市長の申

立てに関する要綱により実施している。（社会福祉課）

・情報提供と啓発に努めている。（介護保険課）

・事業の普及啓蒙をはかり、充実させる。（社会福祉課）

・引き続き、情報提供と啓発に努めます。（介護保険課）

社会福祉課
日常生活自立支援事業の推進

1

2
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主要課題７ 安心して暮らせる生活環境の整備 

 

 

 

主要課題７ 
事業数 構成比 

20 100.0％ 

成果評価 

Ａ 13 65.0％ 

Ｂ 4 20.0％ 

Ｃ 3 15.0％ 

 

■主要課題７の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 【移送サービス等の外出支援】№１各種移送サービスの利用周知 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、利用者数の伸び悩んでいることから、一層の周知に努めます。 

事業名 【移送サービス等の外出支援】№２移送支援事業 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、ヘルパー事業所が減少して利用促進が図れないことから、事

業の普及啓蒙を図ります。 

事業名 【家事等の援助】№1 ファミリーサポートセンター事業 

取り組み 

の方針 

・子ども家庭課では、新たな援助会員の獲得に向けて周知に努めます。 

事業名 【各種健診体制の充実】№2 成人を対象として健診の充実 

取り組み 

の方針 

・健康増進課では、受診勧奨リーフレットの配布、様々な機会をとらえ今後も受

診勧奨を続けます。 

 

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

商工観光課

・関係機関等との連携を図りつつ、高齢者に必要な支援に努めている。（介護保険課）

・悪質な消費問題から高齢者を守るため、情報提供と相談窓口の充実に努めた。（商工

観光課）

・引き続き、関係機関との連携強化に努める。（介護保険課）

・悪質・巧妙化している消費問題について、未然に被害を防止するために必要な情報の

提供、相談窓口の充実に努めます。（商工観光課）

3

事業名

介護保険課
地域包括支援センターにおける支援体制の強化 

所管課

4

児童虐待防止の支援体制の強化  子ども家庭課

個別ケース会議を適宜開催し、開催機関との情報共有、連携強化に努めている。

児童虐待防止のため関係機関とのネットワーク強化する。

Ａ

65.0%

Ｂ

20.0%

Ｃ

15.0%
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事業名 【都市基盤、生活基盤の整備】№1 道路改修事業 

取り組み 

の方針 

・道路建設課では、舗装延長も長いため劣化に修繕が対応しきれないことから、

市民のニーズ等を把握し、優先順位を付けて対応していきます。 

事業名 【災害時の支援と防犯体制の充実】№2 要支援者名薄の作成 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、対象者の把握に努めます。 

 

■主要課題７内訳 

【移送サービス等の外出支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【家事等の援助】 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

B 見直して継続

現状

目標

B 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

事業名 所管課

1

各種移送サービスの利用周知 社会福祉課

一部地域の高齢者に向けた乗合自動車事業を実施している。さらに平成31年度より高

齢者タクシー利用料金助成事業を実施し、外出の支援を行う。

各事業とも周知に努め、利用促進する。

移動支援事業 社会福祉課

鉾田市移動支援事業実施要綱により実施している。

移動支援事業の普及啓蒙を図り、充実させる。

3

重度心身障害児者福祉タクシー利用料金助成事

業
社会福祉課

鉾田市重度心身障害児者福祉タクシー利用料金助成事業実施要綱により実施している。

重度心身障害児者福祉タクシー利用料金助成事業の普及啓蒙をはかり、充実させる。

2

№ 評価 今後の方向性

B 見直して継続

現状

目標

事業名 所管課

1

ファミリーサポートセンター事業 子ども家庭課

援助会員と利用会員を仲介し相互援助活動として地域の子育て支援に努めたが、新会員

の獲得が難しい状況である。

会員数　140名　引き続き支援を行い、会員数増加に向け普及啓発に努める。
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【各種健診体制の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域医療体制の充実】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

A 現状のまま継続

現状

目標

介護保険課地域ケアシステムにおける保健、福祉、医療の

連携強化

4

社会福祉協議会

・地域ケアシステムの構築に向けて、保健・福祉・医療等関係者が参画する会議を開催

している。（介護保険課）

・見守り数　H27:483チーム　H28:526チーム　H29:482チーム（社会福祉協議

会）

・顔の見える関係づくりの構築する。（介護保険課）

・見守り数：300チーム（社会福祉協議会）

3

夜間小児救急体制の充実 健康増進課

鹿嶋医師会が実施している。

現状の医師不足を解消するため、県と連携し事業を推進する。

2

病院輪番制の充実 健康増進課

鉾田、なめがた、小美玉３市の４病院で2次救急体制を構築している。

現状の医師不足を解消するため、県と連携し事業を推進する。

事業名 所管課

1

在宅当番医制度の充実 健康増進課

毎週日曜日、祝日及び年末年始を市内4病院で当番制で行っている。

現状維持を継続していく。

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

現状

目標

C 見直して継続

現状

目標

2

成人を対象として健診の充実 健康増進課

健診受診率　胃がん20.6％　子宮がん19.7％　乳がん14.5％　成人歯科健診

1.1％

受診勧奨リーフレットの配布、様々な機会をとらえ受診勧奨を行っているが、今後も受

診勧奨を続ける必要がある。

健診受診率　がん検診はがん対策基本法の目標値50％　成人歯科健診　10.0％

事業名 所管課

1

母子保健事業の充実 健康増進課

健診受診率　1歳6か月児94.5％　3歳児97.7％　虫歯保有率　3歳児34.6％　治療

率小学生　46.7％

健診受診率　1歳6か月児、3歳児１００％　　　　虫歯保有率　3歳児25.0％　治療

率小学生　60.0％
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【都市基盤、生活基盤の整備】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害時の支援と防犯体制の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

C 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

 社会福祉課 A 現状のまま継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

3

重度の障がい者に対する住宅改修費助成事業 社会福祉課

鉾田市重度障害者（児）住宅リフォーム助成事業実施要綱により実施している。

鉾田市重度障害者（児）住宅リフォーム助成事業の普及啓蒙をはかり、充実させる。

2

公共施設等改修事業 

施設所管課

適正な管理に努めた。

引き続き適正な管理に努める。

事業名 所管課

1

道路改修事業 道路建設課

道路整備については、地域からの要望等に、ランク付けをし整備を行っている。

道路整備を実施する際は、移動等円滑化のために必要な道路構造に関する基準を定める

規則に沿った整備を行うように努める。

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

現状

目標

C 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

Ｂ 見直して継続

A 現状のまま継続

現状

目標

社会福祉協議会

・日赤鉾田市地区奉仕団が、毎年研修を受講。より多くのボランティアの育成が必要で

ある。（社会福祉課）

・H27:災害ボランティア派遣69名　H28:職員防災研修　H29:防災講座開催（社会

福祉協議会）

・ボランティア募集、育成に努める。（社会福祉課）

・参加者：延べ人数　60人（社会福祉協議会）

5

社会福祉課
災害ボランティアの育成

3

高齢者世帯火災報知器の給付 介護保険課

鉾田市高齢者世帯火災報知器給付要綱により実施している。

給付事業を継続する。

4

緊急通報システム事業 介護保険課

鉾田市ひとり暮らし老人等緊急通報システム事業実施要綱により実施している。

システム導入を継続する。

1

自主防災組織の推進 総務課

地域住民の自助、共助の意識高揚を図るとともに、市民による自発的な組織づくりを推

進している。

自主防災組織の組織率を高め、地域防災力の向上を図る。

2

要支援者名薄の作成 社会福祉課

平成30年度より名簿整備に着手。個別の避難支援について各関係機関等と協議し、円

滑な避難支援を目指す。

要支援者の把握に努める。

事業名 所管課
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主要課題８ 経済的な支援の充実 

 

 

 

主要課題８ 
事業数 構成比 

3 - 

成果評価 

Ａ 0 - 

Ｂ 0 - 

Ｃ 0 -  
■主要課題８内訳 

【生活困窮者への支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

№ 評価 今後の方向性

- 現状のまま継続

現状

目標

- 現状のまま継続

現状

目標

- 現状のまま継続

現状

目標

2

生活福祉資金貸付事業 社会福祉協議会

事業を適正に実行し、市民の生活と福祉増進に努める。

3

生活保護事業 社会福祉課

事業を適正に実行し、市民の生活と福祉増進に努める。

事業名 所管課

1

石上資金貸付事業 社会福祉課

事業を適正に実行し、市民の生活と福祉増進に努める。
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主要課題９ 相談支援体制の充実 

 

 

 

主要課題９ 
事業数 構成比 

10 100.0％ 

成果評価 

Ａ 7 70.0％ 

Ｂ 2 20.0％ 

Ｃ 1 10.0％  
■主要課題９の事業でＢ・Ｃ評価の取り組み方針 

事業名 【相談体制の充実】№３民生委員・児童委員協議会への支援 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、民生委員・児童委員の活動しやすい環境づくりに努めます。 

事業名 【相談体制の充実】№5 社会福祉協議会との連携 

取り組み 

の方針 

・社会福祉課では、社会福祉協議会との連携を強化します。 

事業名 【苦情対応の充実】№1 苦情相談体制の充実 

取り組み 

の方針 

・健康福祉部では、関係各課との情報共有に努め、より一層の連携強化を進めま

す。 

 

■主要課題９内訳 

【相談体制の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ

70.0%

Ｂ

20.0%

Ｃ

10.0%

№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

 社会福祉課 A 現状のまま継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 A 現状のまま継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

事業名 所管課

1

福祉相談窓口機能の充実

健康福祉部

・相談者の目線に立ち、丁寧な窓口対応に心がけた。

・各相談窓口のＰＲ、連携に努めてきた。

引き続き、市役所内の福祉サービス提供各課の相談窓口をＰＲするとともに、連携して

窓口機能の充実を図っていく。
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№ 評価 今後の方向性

A 現状のまま継続

 社会福祉課 A 現状のまま継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 A 現状のまま継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

Ｂ 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

B 見直して継続

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

A 現状のまま継続

現状

目標

7

家庭児童相談室運営業務 子ども家庭課

家庭相談員を配置し、支援が必要な家庭の把握に務め、関係機関との連携を図り、適正

な対応や解決方など指導・助言を行った。

家庭相談員を配置し関係機関との連携を図り、相談指導業務の強化に努める。

介護保険課

・地域福祉推進には、協議会との連携は不可欠であり、より緊密な情報共有が必要であ

る。（社会福祉課）

・各種事業の委託若しくは連携した事業展開を行っている。（介護保険課）

・連携強化し、市民の福祉増進に努める。（社会福祉課）

・高齢者ニーズに応えられるよう、更なる連携強化に努めていく。（介護保険課）

6

母子生活支援事業の充実 子ども家庭課

母子・父子自立支援員を配置し、母子・父子・寡婦の悩みや心配ごとなどの相談業務を

行うとともに、自立に向けた支援を行った。

母子自立支援員を配置し関係機関との連携を図り、相談体制の充実に努める。

5

社会福祉課
社会福祉協議会との連携 

福祉ニーズは、複雑かつ多様化しており、対応が難しい問題も多い。委員の活動を引き

続き支援するとともに、事務負担の軽減を図る必要がある。

協議会の支援を強化し、活動しやすい環境づくりに努める。

4

地域包括支援センターの充実 介護保険課

地域包括支援センターのブランチとして、より地域に根差した相談窓口（在宅介護支援

センター）を設置している。

引き続き、在宅介護支援センターとの連携により、相談体制を整備する。

2

各種相談機関との連携強化

健康福祉部

多様化する相談に対応するため、各課や関係機関と連携を図りつつ、相談窓口のＰＲに

努めてきた。

引き続き、市役所内の福祉サービス提供各課や関係機関との連携を図り、市民サービス

の向上を目指して取り組んでいく。

3

民生委員・児童委員協議会 社会福祉課

事業名 所管課
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【苦情対応の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

№ 評価 今後の方向性

C 見直して継続

 社会福祉課 C 見直して継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 健康増進課 C 見直して継続

 介護保険課 C 見直して継続

現状

目標

A 現状のまま継続

 社会福祉課 A 現状のまま継続

 子ども家庭課 A 現状のまま継続

 介護保険課 A 現状のまま継続

現状

目標

事業名 所管課

2

民間事業者との連携強化 

健康福祉部

利用者からの意見・要望などを民間事業者へ情報提供し、連携に努めてきた。

引き続き、福祉サービスに関する苦情や利用者の声、要望をしっかりと受け止め、民間

事業者との連携を密にし、市民サービスの向上を目指していく。

1

苦情相談体制の充実 

健康福祉部

市民の苦情相談等をたらい回しにしないよう各課で連携し対応するよう心がけたが、す

ぐに解決できないケースもあり、より一層連携強化に努める必要がある。

福祉サービスに関する苦情や利用者の声、要望に迅速に対応するため、組織的な対応に

ついて協議していく。
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